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件  名  

令和４年度体罰等の実態把握の結果について 

 

提出理由  

 令和４年度中の体罰等の発生状況（体罰等の有無、態様等）について、別紙の

とおり報告します。 

 

概  要  

１ 調査の趣旨 

  児童生徒に対する体罰等の実態を把握し、体罰等禁止の徹底を図り、信頼関 

 係に立つ教育の推進に資する。 

 

２ 調査内容 

  令和４年度中の体罰等発生状況（体罰等の有無、態様等） 

 

３ 調査対象期間 

  令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

報告事項ア 

（県立学校人事課） 
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４ 調査対象 

  県内全公立学校（さいたま市立学校を除く） 

 （市町村立）小学校６９３校、中学校３５３校、義務教育学校１校、 

       高等学校２校、特別支援学校２校 

 （県立学校）中学校１校、高等学校１３９校、特別支援学校３７校 

 

５ 調査方法 

  各校で児童生徒、保護者、教職員へのアンケート調査や聴き取り等を実施 

 

６ 調査結果の概要 

（１）発生件数 計１６件 

   小学校４件、中学校８件、高等学校４件、特別支援学校０件  

（２）主な場面 

   授業中８件、放課後３件、部活動２件、給食時１件、清掃時１件、 

   ホームルーム１件  
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（３）主な態様 

   素手でたたく５件、胸ぐらをつかむ２件、暴言・威嚇２件、蹴る１件、 

   その他６件  

（４）主な被害 

   負傷なし１０件、精神的苦痛２件、鼓膜損傷１件、外傷１件、 

   その他２件  

 

７ 県教育委員会等の対応 

  停職１件、減給２件、戒告１件、訓告等９件 計１３件 

（１）停職１月 中学校において、生徒３名に対し指導を行った際、感情的にな 

  り、暴言・威嚇による不適切な指導を行ったほか、頭突きをする、頬を平手 

  で叩く、腹部を殴る、蹴る、首元をつかんで黒板に叩きつけるなどした。 

（２）減給１月 中学校において、生徒間で発生したけんかの仲裁と指導を行お 

  うとした際、感情的になり、生徒Ａの胸の辺りに右の拳を５、６回押し付け 

  た。また、生徒Ｂの左頬を右手のひらで２回叩いた。  

（３）減給１月 小学校において、給食中に離席しないように、教室内にあった 

  とび縄（長縄）を使って、児童を椅子に縛って固定した。その後、とび縄 
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  がほどけたため、再度とび縄を使って、同児童の体を椅子に固定した。 

（４）戒告 中学校において、授業中や清掃中にふざけていた生徒４名に対し、 

  胸部や腹部をつねる、脛を蹴るなどした。 



表１ 令和４年度に発生した体罰等

概 要 小 中 高 特 計

発生件数
4
(1)

8
(3)

4
(12)

0
(2)

16
(18)

発生学校数
4
(1)

5
(2)

4
(9)

0
(1)

13
(13)

体罰等を行った職員数
4
(1)

5
(2)

4
(10)

0
(1)

13
(14)

被害児童生徒数
4
(1)

13
(2)

6
(29)

0
(2)

23
(34)

（ ）内は令和３年度
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表２ 主な場面

小 中 高 特 計

授業中 3 4 1 8

放課後 1 2 3

休み時間 0

給食時 1 1

清掃時 1 1

部活動 1 1 2

ホームルーム 1 1

学校行事 0

その他 0

計 4 8 4 0 16

表３ 主な場所

小 中 高 特 計

教室 2 2 1 5

特別教室 1 1 2

職員室 0

運動場・体育館 2 1 3

生徒指導室・相
談室

1 1

廊下・階段 1 2 1 4

実習室 0

その他 1 1

計 4 8 4 0 16
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表４ 主な態様

小 中 高 特 計

素手でたたく 1 2 2 5

棒などの道具を
用いてたたく

0

蹴る 1 1

投げる・転倒さ
せる

0

胸ぐらをつかむ 2 2

身体を強く押す 0

ものを投げつけ
る

0

暴言・威嚇 1 1 2

正座をさせる 0

その他 3 2 1 6

計 4 8 4 0 16

表５ 主な被害

主な被害 小 中 高 特 計

死亡 0

骨折 0

捻挫 0

鼓膜損傷 1 1

外傷 1 1

打撲 0

鼻血 0

髪を切られる 0

精神的苦痛 2 2

負傷なし 3 5 2 10

その他 1 1 2

計 4 8 4 0 16
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表６

小 中 高 特 計

児童生徒の訴え 4 4 8

保護者の訴え 2 3 5

教員の申告 2 2 2 6

第三者の通報 1 1

その他 0

表７

小 中 高 特 計

当事者教員 4 8 4 16

その他教員 2 8 2 12

被害児童生徒 3 8 4 15

その他児童生徒 2 3 5

保護者 2 6 3 11

その他（第三者） 0

把握のきっかけ（複数可） 把握の方法（複数可）※

※ 事実関係の把握の手法のことであり、体罰事案把握の
ために事情を聴取した者のこと。

8



県教育委員会等の対応

表８

小 中 高 特 計

免職 0

停職 1 1

減給 1 1 2

戒告 1 1

（訓告等） 3 2 4 9

計 4 5 4 0 13

表９

小 中 高 特 計

免職 0

停職 0

減給 0

戒告 1 1

（訓告等） 2 5 7

計 3 5 0 0 8

処分等（当事者） 処分等（監督者）
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年代 小 中 高 特 合計

20歳代 0 1 0 0 1

30歳代 0 1 1 0 2

40歳代 3 2 2 0 7

50歳代 1 1 0 0 2

60歳代 0 0 1 0 1

合計 4 5 4 0 13

表１０ 体罰等を起こした教員の年齢構成
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表１１ 体罰等発生件数の推移（過去５年）

年度 小 中 高 特 合計

平成30年度 0 4 30 3 37

令和元年度 0 10 22 3 35

令和２年度 1 2 6 1 10

令和３年度 1 3 12 2 18

令和４年度 4 8 4 0 16
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１ 調査から分かったこと
・全ての校種において、場面は授業中及び放課後が多い。
・休み時間や学校行事、職員室等大勢の視線がある場面・場所では体罰等は起きていない。
・体罰等を行った教員は、４０歳以上の中堅が多い。

２ 課題
・指導の場面において感情的になった際、人権に配慮した指導ができていない。
・教員が一人で指導を抱え込んでおり、組織的な指導体制ができていない。
・今まで培った生徒指導観に固執し、指導の在り方を見直すことができていない。

３ 対応策
・「不祥事防止研修プログラム」中の体罰等に特化した項目を活用して、短時間の研修を定
期的に実施するよう周知徹底する。Ｎ字型研修においてアンガーマネジメントについて取
り上げる。

・指導が困難な状況が生じた場合は、管理職や生徒指導担当教員と連携する、職員室に移動
して当該児童生徒を指導するなど、通知を発出し、指導体制の見直しを周知徹底する。

・経験年数やキャリア段階による研修プログラムの工夫を図る。中堅教諭等資質向上研修で
オンデマンド動画を視聴させるとともに、中堅教諭向け体罰防止リーフレットを作成する。
既存の若手教職員を対象とした研修資料を見直し、臨時的任用教員にも活用するなど、教
職員に対して不祥事根絶に向けた啓発を行っていく。
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